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監 修 に 当 た っ て 

農業農村整備事業は、国民の食料需給の動向に応え、農業と農村の健全な発

展と、都市にも開かれた水•土•里（みどり）豊かな活き活きとした暮らしを創

出するために、農業の生産基盤と農村の生活環境の一体的な整備及び農地や施

設等の保全管理を行っています。 

また、一方では事業で整備した農業水利施設の適切な更新•保全管理等が重要

な課題となっています。 

平成26年６月には公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年３月 31 日

法律第 18 号。以下「品確法」という。）がー部改正され、将来にわたる公共工事

の品質確保とその担い手の育成・確保の促進が新たな目的として追加され、そ

の目的を実現するため、多様な入札契約方式の導入•活用、発注者の責務として

ダンピング受注の防止措置を講じること、計画的な発注や適切な工期設定など

が明記されています。 

また、品確法の改正に伴い、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する

法律（平成12年 11月27日法律第127 号。以下「入契法」という。）及び建設業法も

一部改正され、入契法においては、公共工事の入札契約の適正を図るべくダンピ

ング対策の強化について、建設業法においては、建設工事の担い手の育成・確

保及び適正な施工体制確保の徹底について新たに規定されたところです。 

このような中、農業農村整備事業等における入札・契約手続については、一

般競争入札方式を促進し、民間技術力の活用による品質確保及びコスト縮減を

図るため、工事の発注に当たっては、対象工事の特性、地域の実情等に応じて、

総合評価落札方式及び各種ＶＥ方式、調査及び設計業務の発注に当たっては、

総合評価落札方式及びプロポーザル方式の積極的な活用に努めるなど制度の改

善を図っています。 

本書は、農林水産省地方農政局及び地方公共団体が実施する農業農村整備事

業等に係る工事及び業務の契約に関する法令や各種通知を幅広く収録し、地方

農政局・地方公共団体や建設業者等の契約実務担当者の手引き書としてとりま

とめたものです。 

平成 27 年度版においては、平成 26 年６月の品確法等の法改正を踏まえ、公共工

事の品質確保に関する事項、適正な入札・契約や施工の確保に関する事項等に

ついて、更に内容を充実しています。 

本書が農業農村整備事業等に携わる実務担当者をはじめ多くの方々の手引き書

として活用され、入札・契約の適正な実施に少しでもお役に立てれば幸いです。 

平成27年５月 

農村振興局整備部設計課 
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凡 例 

〔本書の目的〕 

 本書は、公共事業(土地改良事業)に係る請負契約関係を担当される人々のた

めに必要な法令･通達を収録し日常の事務処理に役立てられるように編集しました。 

〔分 類〕 

 本書は、それぞれの部門に従って、「会計法令」、「公共事業の執行」、「資格審

査及び業者選定」、「契約」、「工事の監督及び検査」、「関係諸法令等」の６章に

分類しています。 

〔検索方法〕 

検索は、目次及び索引によってください。 

〔公布・改正〕 

 各法令の公布等年月日及び法令等番号は、各法令等題名の右下に示し、以後

の改正については、最終改正の年月日及び法令等番号のみを掲げています。 

〔条文見出し及び項番号〕 

 法令の条文に見出し及び項番号が付されていない場合は、編集者が（ ）及

び②等の形式で付しています。 
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